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平成１３年１２月期  決算短信（連結） 平成 １４年２月１３日 

    
上 場 会 社 名 近畿コカ・コーラボトリング株式会社 上 場 取 引 所 東証市場第一部 
コ ー ド 番 号 ２５７６  大証市場第一部 
問 合 せ 先 責任者役職名  取締役広報部長 本 社 所 在 都 道 府 県 大阪府 

 氏      
      
名  山  口  隆  司 

       
TEL（０６）-６３３０-２１９１  

決算取締役会開催日 平成1４年２月１３日   
米国会計基準採用の有無  無   
 
１．１３年１２月期の連結業績 （平成１３年１月１日～平成１３年１２月３1 日） 
（１）連結経営成績 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
13 年 12 月期 １８２，６６８ (   ３．６) ８，０６７ (△１７．１) ７，８４０ (△２３．２ ) 
12 年 12 月期 １７６，３９８ (   １．５) ９，７３０ (△    １．１) １０，２０３ (        ０．４) 

 
 

当 期 純 利 益 
1 株 当 た り 
当 期 純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

    百万円 ％ 円     銭 円     銭 ％ ％ ％ 
13 年 12 月期 ２０１ (△９５．５) ３ ２２  － ０．２ ６．４ ４．３ 
12 年 12 月期 ４，５１５ (   ５９．０) ７２   １４ ６７   ００ ５．４ ８．３ ５．８ 
（注）① 持分法投資損益  13 年 12 月期      △ ２１８百万円   12 年 12 月期        －  百万円 
 ② 期中平均株式数(連結)   13 年 12 月期 ６２,５８９,６７５株    12 年 12 月期６２,５９０,４６２株 
 ③ 会計処理の方法の変更    無 
 ④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率                
  
（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 
             百万円   百万円 ％ 円      銭 
13 年 12 月期 １２１，０９１ ８４，２２２ ６９．６ １，３４５ ７１ 
12 年 12 月期 １２２，１２９ ８５，１１２    ６９．７ １，３５９ ８２ 
 (注)期末発行済株式数(連結) 13 年 12 月期６２,５８５,７４８株  12 年 12 月期６２,５９０,６９７株 
  
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
13 年 12 月期 １５，７５５ △ １５，５１７ △ ２，２６８ １５，３４３ 
12 年 12 月期 １７，３３７ △ １７，５４２ △ ２，６４５ １７，３７３ 
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
       連結子会社数   １２社      持分法適用非連結子会社数   なし    持分法適用関連会社数   なし  
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
       連結 （新規） １社     （除外） １社        持分法 （新規） １社     （除外） １社         
 
２. １４年１２月期の連結業績予想 （平成１４年１月１日～平成１４年１２月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
                   百万円 百万円 百万円 
     中間期 ９０，０００ ２，０００ △１，６００ 
     通           期 １９１，０００ ８，６００ ９００ 
（参考）① １株当たり予想当期純利益       （通期）  １４円 ３８銭 
                  ②     営業利益      （中間期）１，９００百万円                                                                        （通期）８，５００百万円     



２ 

 
企業集団等の状況 

   当社グループは、当社、子会社１２社（間接保有子会社１社含む）、その他の関係会社１社で構成され、
飲料・食品の製造販売を主たる事業とし、さらに喫茶・飲食及び不動産等の事業を営んでおります｡ 
   当社グループの事業に係わる各社の位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連並びに事業の系統図
は次のとおりです。なお、連結子会社の㈱レクシー、近畿コカ・コーラベンディング㈱、㈱レックステクノ
システムズ及び㈱エフ・ヴィ西日本の４社は２００２年２月１日に合併して関西ビバレッジサービス㈱とな
っております。 
 

    (１)当社グループの事業に係わる各社の位置付け 
《飲料・食品の製造販売事業》 
    当社が製造販売するほか、近畿コカ・コーラプロダクツ㈱が製造受託事業、㈱レクシー、㈱カディアック、
㈱ネスコ及び㈱エフ・ヴィ西日本が販売事業を営んでおります。また、近畿コカ・コーラベンディング㈱が
自動販売機のオペレーション事業を行っております｡ 
   《その他の事業》 
   ㈱レックスエステートが不動産の賃貸事業を行うほか、㈱レクシーがテレホンカードの販売事業、㈱レッ
クステクノシステムズが浄水器等の販売事業、㈱レックスリースが車両等のリース事業、㈱セイコーコーポ
レートジャパンが車両の整備事業、㈱秋吉システムズがやきとりのフランチャイズ事業、さらに㈱シーアン
ドシーが外食・物販事業を営んでおります。 
 

(２)事業の系統図

㈱カディアック 

 一        般        消       費          者 

近畿コカ・コーラボトリング株式会社 
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飲料・食品の製造販売事業 

 
㈱ネスコ 

喫茶飲食店他 
の経営 《 》 

》 飲料等 
販売事業 《 》 《 自動販売機 

オペレ－ション 《 》 
飲料等 
販売事業 《 》 

㈱エフ・ヴィ 
西日本 
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経      営      方      針 

１．経営の基本方針 

    当社グループは創業以来、商品・サービスを通して人々の生活に豊かさを提供することを経営の基本方針

として、人々のニーズに対応した商品・サービスの拡充に努めてまいりました。さらに、昨今はグローバリゼ

ーションの進展を背景として、経営環境は大きく変化しており、新しい企業評価基準に対応するため、従来に

も増して経営基盤を強化し、スピーディで柔軟な経営を目指しております。 

将来にわたり、当社グループが存続・発展していくためには、人々のニーズに対応した商品・サービスを提

供し続けることはもとより、ハイクオリティとローコスト及びシェア拡大と利益増大の両立、製品の安全性向

上・積極的な情報公開・環境問題への取り組み等の社会的責任の遂行による企業価値の創造が必要であり、そ

れぞれ具体的政策に反映してまいります。 

２．利益配分に関する基本方針 

  当社グループは株主の皆様への利益還元を重要な経営政策と認識しております。利益配分については、今後

の経営環境ならびに長期事業展開に留意し、経営基盤の強化・充実のための内部留保を行っていくとともに、

業績の動向ならびに配当性向等を総合的に勘案しながら、継続的な配当はもとより、配当水準の向上を目指し、

積極的に利益還元を行うことを基本方針としております。 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

  投資単位引下げにかかる施策につきましては、現在の投資金額、市況、業績等を勘案し、その費用及び効果

等を慎重に検討してまいりたいと考えておりますが、現段階におきましては、具体的な施策及び時期等につき

ましては未定であります。 

４．目標とする経営指標 

   中期の経営目標は、２００５年度にグループトータルの経常利益１４０億円を経営目標としております。 

５．中長期的な経営戦略 

   大きく変化する経営環境に対応していくために、２０００年末には、長期経営構想「パスポート２１」の最

終年度である２００１年を出発点とする近畿コカ・コーラグループ中期経営計画「飛翔２１」（５ヵ年計画）

を策定いたしました。「企業価値の創造」を基本テーマとして、販売力の強化、経営システムの革新と構造改

革、人と組織の活性化、社会との調和を推進し、強い近畿コカ・コーラグループの実現を目指すことを骨子と

するものであり、その実現のための経営戦略を以下のとおり掲げております。 

①マーケットの選択と集中の徹底による成長戦略 

    業績向上のために、効率化による継続的なローコスト化を図ってまいりますが、ボリュームの増加による

シェアの拡大が最も重要と考え、成長が期待されるテイクアウト市場とインドア自動販売機市場に対し、積極

的に経営資源を投入してまいります。また、自動販売機ビジネス効率化のためのオペレーターのＭ＆Ａを実施

してまいります。 

②グループ経営の確立とグループ競争力の強化 

   グループのビジョン・目標を共有化し、グループの全体最適を優先することと、業績評価基準を含む諸制度

を変更することで、グループ各社の競争力を強化し、グループ利益の最大化を図ってまいります。 
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③構造改革の推進 

   今後１０年、２０年と発展し続けられる強固な経営基盤を築くため、販売・製造・物流体制や人事諸制度の

抜本的改革等、グループ会社を含めて大胆な構造改革を実施してまいります。 

   販売体制は、従来の量販営業部を２部体制としてテイクアウト市場への強化をさらに具体化してまいります。

製造体制では、２０００年１月から明石工場を分社し、近畿プロダクツ株式会社（２０００年７月１日近畿コ

カ・コーラプロダクツ株式会社へ商号変更）を設立したほか、２０００年末には投資効率と生産性向上を目指

して美原工場を閉鎖し、ペット製造ラインを京都工場へ移設いたしました｡さらに、２００２年１月から京都

工場を近畿コカ・コーラプロダクツ株式会社へ移管し、統合をはかるとともに、物流体制では関西ロジスティ

クス株式会社を設立いたしました。このような構造改革を今後とも実行していくとともに、日本コカ・コーラ

株式会社、各コカ・コーラボトリング会社との全国レベルの共同プロジェクトの推進により、コラボレーショ

ンを強化し、販売量の拡大とコスト削減を図ってまいります。 

   加えて人事諸制度につきましても、より業績・成果に連動する制度を目指した業績評価のしくみの充実等、

改定を行ってまいります。また、品質保証体制の強化のために各部門の品質管理機能を集約する品質保証部を

２００１年１月から設置しておりますが、このような機能的な組織の構築も継続して検討してまいります。 

６．会社が対処すべき課題 

  今後のわが国の経済情勢は、個人消費や設備投資の回復が期待できず、清涼飲料業界におきましても、引

き続き厳しい環境が続くものと予測されます。 

  当社グループといたしましては、中期経営計画「飛翔２１」に則り、従来のやり方にこだわらず、日々新た

に、目標達成につながる活動を実行していくことを基本に、グループ各社との戦略協調によるグループ連結経

営の強化、経営構造改革の円滑な推進、業態別戦略に基づく販売力の強化、ビジョンの具現化による人と組織

の活性化と社会との調和ならびにコカ・コーラシステム内各社との協働プロジェクトへの積極的な参画などに

より、業績の向上と企業価値の創造に努めてまいります。 

７．会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

  当社は取締役会を月 1回開催しております。また、取締役会および社長の意思決定を補佐する目的で常勤

役員で構成される経営会議を週１回開催し、今日的課題の早期解決に努めております。 

  グループの経営執行に関しましては、グループ各社の事業計画進捗状況等の経営会議での報告を四半期毎に

実施し、グループ各社の経営課題の共有化に努めております。 

８．その他の経営上の重要な事項 

  本年度からは既述の近畿コカ・コーラプロダクツ株式会社への京都工場統合、物流新会社関西ロジスティ

クス株式会社設立に加え、フルサービスビジネスのさらなる強化を目的として自動販売機関連グループ会社４

社を統合し、カップ式自動販売機オペレーション業務を統合新会社に業務移管いたします。近畿コカ・コーラ

ボトリング株式会社は営業機能に特化し、ボトラー事業の各関連会社はそれぞれの事業に専業特化することに

より、競争力を強化するとともに、コスト削減に努めてまいります。 



５ 

 

経      営     成     績 

    １．当期の概況 

(1)事業全般の概況 

 当期のわが国経済は、厳しい雇用情勢と所得の減少を背景に、個人消費の低迷が続く中、輸出や設備投資も

減少し、加えて米国での同時多発テロの影響などもあり、極めて深刻な状況で推移いたしました。 

 清涼飲料業界は、最盛期において、前半は猛暑効果もありましたが、後半の天候不順に加えて、秋口からの

個人消費の一層の冷え込みにより、業界全体の販売数量が伸び悩みました。また、量販店などへのシフトが加

速する中で、販売競争が一層激化したことによる価格の低下や販促費の増加により、厳しい市場環境となりま

した。 

 当社は、こうした状況下、中期経営計画「飛翔２１」の初年度として、これまでの方針を徹底してやり切る

ことを基本に、販売力の強化や増収増益のための構造改革に取り組み、企業価値の創造を目指しました。 

 販売面におきましては､「選択と集中」や「人と組織の活性化」を主眼に、テイクアウト市場、インドア自販

機市場および都市部に経営資源を集中したほか、棚割提案をはじめとする新しい売り方の創造や新規開拓専任

者の配置、教育の充実や責任採算制の運営強化など、販売力の強化に努めました。この間、｢Ｎｏ Ｒｅａｓｏ

ｎ Ｃｏｃａ－Ｃｏｌａ キャンペーン｣や「ジョージア 明日があるさ キャンペーン」など積極的な販売促進活

動を展開したほか、「まろ茶」を始め、「ジョージア ザ コロンビア」、「Ｑｏｏ（クー）オレンジ」などの新製

品を発売し、販売の拡大を図りました。他方、自販機ビジネスにおける優位性を確保すべく、株式会社ネスコ

を４月に、アライドベンディング株式会社を７月に吸収合併した株式会社エフ・ウﾞィ西日本を１２月に、それ

ぞれ完全子会社化し、一層の販売力強化と効率化を推進しました。加えて３月末に開業した「ユニバーサル・

スタジオ・ジャパン」の効果もあり、販売数量は前期を上回ることができました。 

生産面におきましては、美原工場を２０００年末をもって閉鎖したことに伴い、京都・明石の２工場体制で

生産性の向上を図るとともに、ボトラーの枠を越えた需給の最適化を目指しました。４月には、当社とコカ・

コーラウエストジャパン株式会社および四国コカ・コーラボトリング株式会社の三社で、ボトル缶製品の共同

生産を開始し、また、７月には、当社明石工場に、コカ・コーラリフレッシュメントプロダクツ株式会社との

共同投資３ライン目となる無菌充填ラインを着工し、２００２年４月の生産開始を目指しました。また、製品

安全面での機能を拡充するため、品質保証に係わる各組織を統合し、１月に「品質保証部」を新設したほか、

お客様に、一層新鮮な商品を提供すべく、製品のフレッシュネスを推進しました。 

経営面におきましては、引き続き構造改革を推進しました。４月には、当社およびグループ会社の経営基盤

の強化やグループ各社の自立に向けて、出向者のうち２１８名がグループ会社に転籍しました。一方、高品質

の物流サービスをローコストで実現するとともに、広域物流に対応すべく、２００２年１月に物流新会社 関西

ロジスティクス株式会社を設立することを、また、ローコストプロデュースと採算の明確化に向け、当社京都

工場の製造業務を２００２年１月より近畿コカ・コーラプロダクツ株式会社へ移管することを決定しました。

他方、当社グループ全体として、販売機器関連ビジネスを統合することにより、サービス水準の向上と経営体

制の効率化を図り、市場における競争力を強化すべく、２００２年２月に、株式会社エフ・ウﾞィ西日本、近畿

コカ・コーラベンディング株式会社、株式会社レクシーおよび株式会社レックステクノシステムズの４社を合

併し、関西ビバレッジサービス株式会社として新たなスタートに向け、その実現に取り組みました。さらに、

コカ・コーラウエストジャパン株式会社との協働やボトラー共同調達を推進するとともに、コカ・コーラ 
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システム内各社との協働プロジェクトとして、ボトラー標準システムや新会計管理システムなどの開発に努め

ました。 

 これらの結果、当期の連結業績につきましては、売上高は１,８２６億６千８百万円(前期比３．６％増)とな

りました。経常利益は７８億４千万円(前期比２３．２％減)となりました。また、特別利益として、美原工場

の売却益８億７百万円を計上しましたが、特別損失として、退職給付会計基準変更時差異の償却額４０億３千

万円、転籍および退職優遇制度による特別退職金２９億４千１百万円を計上した結果、当期純利益につきまして

は、２億１百万円(前期比９５.５％減)となりました。 

 キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動による資金の収入は１５７億５千５百万円（前期比１５

億８千１百万円減）、投資活動による資金の支出は１５５億１千７百万円（前期比２０億２千５百万円減）、財務

活動による資金の支出は２２億６千８百万円（前期比３億７千６百万円減）となりました。この結果、現金及び

現金同等物の期末残高は、前期末と比較し２０億３千万円減の１５３億４千３百万円となりました。 

（2）事業別の業績概況 

《飲料・食品の製造販売事業》 

飲料・食品事業においては、わが国経済は極めて深刻な状況で推移する中、「まろ茶」を始め、「ジョージア 

ザ コロンビア」、「Ｑｏｏ（クー）オレンジ」などの新製品の発売や｢Ｎｏ Ｒｅａｓｏｎ Ｃｏｃａ－Ｃｏｌａ キ

ャンペーン｣や「ジョージア 明日があるさ キャンペーン」など積極的な販売促進活動を展開しました。 

これらにより、飲料・食品の製造販売のセグメントの売上高は１，７０６億７千４百万円となりました。 

一方、品種構成や販売チャネルの変化などによる利益減少を経費の削減等で補うべく努め、営業利益は 

１２１億３千５百万円となりました。 

《その他の事業》 

オートリース業界は市場規模拡大傾向にあるものの、新規顧客獲得競争がますます激しさを増し、厳しい市

場環境が続いておりますが、 既存顧客の深堀り、新規顧客の開拓、ルートカー、個人タクシー向けの営業活

動を積極的に展開し、リース契約額を増加させました。 

不動産業界は、全体的な需要低調傾向の中、賃貸事業では収益性の高い物件へ置き換えしたことにより売上

高を増加させました。一方、当期は分譲マンションの売上がなく不動産売却は大幅に減少いたしました。 

これらにより、その他の事業のセグメントにおける売上高は１２２億７百万円、営業利益は８億４千６百万

円となりました。 

 ２．次期の見通し 

  今後のわが国の経済情勢は、個人消費や設備投資の回復が期待できず、清涼飲料業界におきましても、引き続

き厳しい環境が続くものと予測されます。 

 当社といたしましては、中期経営計画「飛翔２１」に則り、従来のやり方にこだわらず、日々新たに、目標

達成につながる活動を実行していくことを基本に、グループ各社との戦略協調によるグループ連結経営の強化、

経営構造改革の円滑な推進、業態別戦略に基づく販売力の強化、ビジョンの具現化による人と組織の活性化と

社会との調和ならびにコカ・コーラシステム内各社との協働プロジェクトへの積極的な参画などにより、業績

の向上と企業価値の創造に努めてまいります。 

次期の業績連結の見通しにつきましては、売上高１，９１０億円（前期比４．６％増）、営業利益８５億円（前

期比５．４％増）、経常利益８６億円（前期比９．７％増）、当期純利益９億円（前期比３４７．８％増）を見

込んでおります。 
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連 結 財 務 諸 表 等 

（１）連 結 貸 借 対 照 表 
 （単位：百万円） 

平 成 １ ３ 年 度 
連 結 会 計 年 度 
( 平 成 1 3 年 1 2 月 3 1 日 ) 

平 成 １ ２ 年 度 
連 結 会 計 年 度 
( 平 成 1 2 年 1 2 月 3 1 日 ) 

期  別 
 
 
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 １２，８０３  １２，７１６  ８６ 

受取手形及び売掛金 ９，９３９  １０，３３５  △    ３９６ 

有 価 証 券 ４，２２５  ９，６３０  △５，４０４ 

た な 卸 資 産 ８，４７６  ６，３８２  ２，０９３ 

前 払 費 用 １，９９２  １，９１１  ８０ 

未 収 入 金 ２，０１１  １，８０３  ２０７ 

繰 延 税 金 資 産 ２５６  ３４０  △      ８３ 

そ の 他 ８０６  ３９５  ４１１ 

貸 倒 引 当 金 △       ９０  △    ４６  △      ４４ 

流 動 資 産 合 計 ４０，４２０ ３３．４ ４３，４７１ ３５．６ △３，０５０ 

固 定 資 産      

有 形 固 定 資 産      

建物及び構築物 １６，３６９  １６，９４５  △    ５７５ 

機械装置及び運搬具 １１，６０５  １２，７９１  △１，１８５ 

販 売 機 器 １３，５６３  １２，５８６  ９７６ 

土 地 １８，０６０  １８，４６３  △    ４０３ 

建 設 仮 勘 定 ９１１  １，３５０  △    ４３８ 

リ ー ス 資 産 ３，８６９  ４，４９４  △    ６２５ 

そ の 他 １，３５７  １，５６８  △    ２１０ 

有形固定資産合計 ６５，７３７ ５４．２ ６８，２００ ５５．８ △２，４６２ 

無 形 固 定 資 産      

ソ フ ト ウ ェ ア １，０３５  １，１６５  △    １２９ 

ソフトウェア仮勘定 ６０５  －  ６０５ 

連 結 調 整 勘 定 ２，３４５  １，３０１  １，０４４ 

そ の 他 １，３０１  ２０７  １，０９４ 

無形固定資産合計 ５，２８８ ４．４ ２，６７４ ２．２ ２，６１４ 

投 資 そ の 他 の 資 産      

投 資 有 価 証 券 ２，１５６  １，２４８  ９０８ 

長 期 貸 付 金 ４１５  ４０１  １４ 

長 期 前 払 費 用 １，９１８  １，６９６  ２２２ 

差 入 保 証 金 ２，０５２  ２，２７３  △    ２２０ 

繰 延 税 金 資 産 １，４５１  ４３０  １，０２０ 

そ の 他 ２，０６３  １，８６６  １９６ 

貸 倒 引 当 金 △    ４１４  △  １３２  △    ２８２ 

投資その他の資産合計 ９，６４４ ８．０ ７，７８３ ６．４ １，８６０ 

固 定 資 産 合 計  ８０，６７０ ６６．６ ７８，６５８ ６４．４ ２，０１２ 

資 産 合 計 １２１，０９１ １００．０ １２２，１２９ １００．０ △１，０３８ 
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  （単位：百万円） 

平 成 １ ３ 年 度 
連 結 会 計 年 度 
( 平 成 1 3 年 1 2 月 3 1 日 ) 

平 成 １ ２ 年 度 
連 結 会 計 年 度 
( 平 成 1 2 年 1 2 月 3 1 日 ) 

期  別 
 
 
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

流 動 負 債      

支払手形及び買掛金 ８，２９２  ８，７８９  △   ４９７ 

短 期 借 入 金 ３９０  ６７０  △   ２８０ 

一年以内に返済の長期借入金 １，５２８  ２，１２２  △   ５９４ 

未 払 金 ３，７８６  ３，７３２  ５３ 

未 払 法 人 税 等 １，２６３  １，８２３  △   ５５９ 

未 払 消 費 税 等 ２５  １，０４６  △1，０２１ 

未 払 費 用 ３，７２１  ３，４７０  ２５０ 

繰 延 税 金 負 債 ９  ６  ３ 

そ の 他 １，０３６  １，００２  ３４ 

流 動 負 債 合 計 ２０，０５３ １６．５ ２２，６６３ １８．６ △２，６１０ 

固 定 負 債      

転 換 社 債 ８，１６７  ８，１６７  － 

長 期 借 入 金 ３，５５１  ３，６８９  △    １３８ 

退 職 給 付 引 当 金 ３，３３７  －  ３，３３７ 

退 職 給 与 引 当 金 －  ３５０  △    ３５０ 

役員退職慰労引当金 ３８７  ３３０  ５７ 

投 資 損 失 引 当 金 －  １９７  △    １９７ 

繰 延 税 金 負 債 ３９８  ３２９  ６９ 

そ の 他 ９３０  １，２６７  △    ３３７ 

固 定 負 債 合 計 １６，７７３ １３．９ １４，３３２ １１．７  ２，４４１ 

負 債 合 計 ３６，８２６ ３０．４ ３６，９９５ ３０．３ △    １６９ 

( 少 数 株 主 持 分 )      

少 数 株 主 持 分 ４２ ０．０ ２１ ０．０ ２０ 

( 資 本 の 部 )      

資 本 金 １０，９４８ ９．１ １０，９４８ ９．０ － 

資 本 準 備 金 １０，０４０ ８．３ １０，０４０ ８．２ － 

連 結 剰 余 金 ６３，０７０ ５２．１ ６４，１２４ ５２．５ △１，０５４ 

その他有価証券評価差額金 １６９ ０．１ － － １６９ 

自 己 株 式 △        ５ △０．０ △      ０ △０．０ △        ５ 

資 本 合 計 ８４，２２２ ６９．６ ８５，１１２ ６９．７ △    ８８９ 

負債･少数株主持分及び資本合計 １２１，０９１ １００．０ １２２，１２９ １００．０ △１，０３８ 
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（２）連 結 損 益 計 算 書 

（単位：百万円） 
平 成 １ ３ 年 度 
連 結 会 計 年 度 

平 成 １ ２ 年 度 
連 結 会 計 年 度 

自 平成１３年  １月  １日 自 平成１２年  １月  １日 
至 平成１３年１２月３１日 至 平成１２年１２月３１日 

期    別 
 
 
科    目 金    額 百分比 金    額 百分比 

増減 額 

  ％  ％  

売 上 高 １８２，６６８ １００．０ １７６，３９８ １００．０ ６，２６９ 

売 上 原 価 ９６，４４６ ５２．８ ９２，９５４ ５２．７ ３，４９１ 

売 上 総 利 益 ８６，２２１ ４７．２ ８３，４４３ ４７．３ ２，７７７ 

販売費及び一般管理費 ７８，１５４ ４２．８ ７３，７１３ ４１．８ ４，４４０ 

営 業 利 益 ８，０６７ ４．４ ９，７３０ ５．５ △１，６６２ 

営 業 外 収 益 ６３８ ０．４ １，１４３ ０．６ △    ５０５ 

受 取 利 息 ２８  １８  ９ 

有 価 証 券 利 息 １３  ３３  △      １９ 

受 取 配 当 金 ２０  ２３  △        ２ 

不 動 産 賃 貸 収 入 ２８８  ２５０  ３７ 

有 価 証 券 売 却 益 －  ４５３  △    ４５３ 

そ の 他 ２８７  ３６４  △      ７６ 

営 業 外 費 用 ８６４ ０．５ ６７０ ０．３ １９４ 

支 払 利 息 ８４  ９１  △        ６ 

社 債 利 息 ６９  ６９  － 

不 動 産 賃 貸 料 原 価 ２０４  １５６  ４８ 

貯 蔵 品 他 廃 棄 損 １２２  ２２０  △      ９７ 

有 価 証 券 評 価 損 －  ２４  △      ２４ 

持分法による投資損失 ２１８  －  ２１８ 

そ の 他 １６４  １０８  ５５ 

経 常 利 益 ７，８４０ ４．３ １０，２０３ ５．８ △２，３６２ 

特 別 利 益 ８０７ ０．４ ９１９ ０．５ △    １１２ 

固 定 資 産 売 却 益 ８０７  ８５９  △      ５２ 

投資損失引当金戻入益 －  ６０  △      ６０ 

特 別 損 失 ７，７９６ ４．２ ２，９９６ １．７ ４，８００ 

固定資産売却及び除却損 ５８３  １，４３６  △    ８５２ 

特 別 退 職 金 ２，９４１  １，２８０  １，６６１ 

退職給付会計基準変更時差異償却額 ４，０３０  －  ４，０３０ 

投資損失引当金繰入額 －  ９４  △      ９４ 

ゴルフ会員権評価損 ６８  １８５  △    １１６ 

投資有価証券評価損 ６６  －  ６６ 

投資有価証券売却損 ５  －  ５ 

そ の 他 １００  －  １００ 

税金等調整前当期純利益 ８５１ ０．５ ８，１２７ ４．６ △７，２７５ 

法人税､住民税及び事業税 １，６１５ ０．９ ２，２２７ １．２ △    ６１１ 

法 人 税 等 調 整 額 △    ９８８ △０．５ １，３６７ ０．８ △２，３５６ 

少 数 株 主 利 益 ２３ ０．０ １７ ０．０ ６ 

当 期 純 利 益 ２０１ ０．１ ４，５１５ ２．６ △４，３１４ 
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書 

                                                                                      （単位：百万円） 

     平 成 １ ３ 年 度 連 結 会 計 年 度      平 成 １ ２ 年 度 連 結 会 計 年 度 

自  平成１３年  １月  １日 自  平成１２年  １月  １日 

至  平成１３年１２月３１日 至  平成１２年１２月３１日 

期    別 
 
科    目 

金        額 金        額 

 
 
増減 額 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高  ６４，１２４  ６０，７８５ ３，３３８ 

連 結 剰 余 金 減 少 高      

配 当 金 １，１２６  １，１２６   

役 員 賞 与 １２８ １，２５５ ５０ １，１７６ ７８ 

当 期 純 利 益  ２０１  ４，５１５ △４，３１４ 

連 結 剰 余 金 期 末 残 高  ６３，０７０  ６４，１２４ △１，０５４ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１１ 

    

  （４）連結キャッシュ・フロー計算書 
                                                                 （単位：百万円） 

平成１３年度連結会計年度 平成１２年度連結会計年度 

自 平成１３年
              

１月 
      

１日 自 平成１２年
              

１月 
      

１日 

至 平成１３年１２月３１日 至 平成１２年１２月３１日 

                                          
                                         期  別 

 
  科  目 

金   額 金   額 

増 減 額 

Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ      
  税金等調整前当期純利益  ８５１ ８，１２７ △ ７，２７５ 
  減価償却費  １２，８５６ １２，７４３ １１２ 
  長期前払費用償却費  ２，０６９ １，２６５ ８０４ 
  連結調整勘定償却額  １７８ － １７８ 
  退職給与引当金の減少額 △ ３５０ △ １２ △ ３３７ 
  退職給付引当金の増加額  ３，２５７ － ３，２５７ 
  役員退職慰労引当金の増減額    ５７ △ ４ ６１ 
  貸倒引当金の増加額  ３２６ ８８ ２３８ 
  賞与引当金の減少額  － △ ３７ ３７ 
  投資損失引当金の減少額 △ ６９ △ ２８７ ２１８ 
  受取利息及び受取配当金 △ ６２ △ ７５ １２ 
  支払利息  １５４ １６１ △ ６ 
  持分法による投資損失  ２１８ － ２１８ 
  有価証券売却益  － △ ４５３ ４５３ 
  有価証券・投資有価証券評価損  ６６ ２４ ４２ 
  ゴルフ会員権評価損  １７ ９８ △ ８１ 
  投資有価証券売却損  ５ ３０ △ ２５ 
  有形固定資産売却益 △ ８０７ △ ８５９ ５２ 
  固定資産売却及び除却損  ５８３ １，４３６ △ ８５２ 
   特別退職金  ２，９４１ １，２８０ １，６６１ 
  売上債権の増減額  ６５４ △ １，０５８ １，７１３ 
  たな卸資産の増減額 △ １，３３４ ２，５０４ △ ３，８３９ 
  仕入債務の減少額 △ ４６１ △ ２，８６８ ２，４０７ 
  未払消費税等の増減額 △ １，０１５ ７０７ △ １，７２３ 
  役員賞与支払額 △ １３０ △ ５０ △ ７９ 
    その他  ９５８ △ ４７７ １，４３６ 
             小      計  ２０，９６７ ２２，２８２ △ １，３１４ 
  利息及び配当金の受取額  ６８ ６９ △ １ 
  利息の支払額 △ １５１ △ １６０ ８ 
  特別退職金の支払額 △ ２，９４１ △ １，２８０ △ １，６６１ 
  法人税等の支払額 △ ２，１８７ △ ３，５７４ １，３８６ 

営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ  １５，７５５ １７，３３７ △ １，５８１ 
Ⅱ．投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ      
  定期預金の預入による支出 △ ２，１２３ △ １９８ △ １，９２４ 
  定期預金の払戻による収入  １４４ ３０７ △ １６２ 
  有価証券の取得による支出 △ １，０００ △ ３，９９６ ２，９９６ 
  有価証券の売却による収入  ５，００３ ７６６ ４，２３７ 
  有形固定資産の取得による支出 △ １３，８９５ △ １３，４６０ △ ４３５ 
  有形固定資産の売却による収入  １，９１６ １，４９５ ４２０ 
  無形固定資産の取得による支出 △ ９６０ △ ２８６ △ ６７３ 
  長期前払費用の取得による支出 △ ２，４９５ △ １，８０９ △ ６８５ 
  投資有価証券の取得による支出 △ ３１ △ ２０ △ １１ 
  投資有価証券の売却による収入  ０ ７２ △ ７２ 
  子会社株式の取得による支出 △ ９５７ － △ ９５７ 
  連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得  ２９２ △ ５３３ ８２６ 
  連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却 △ ６ △ １８ １１ 
  貸付けによる支出 △ ２，５７３ △ ３４８ △ ２，２２４ 
  貸付金の回収による収入  １，１５２ ３５６ ７９５ 
  その他  １７ １３２ △ １１５ 

投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ △ １５，５１７ △ １７，５４２ ２，０２５ 
Ⅲ．財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ      
  短期借入れによる収入  １，１５０ ２，３８２ △ １，２３２ 
  短期借入金の返済による支出 △ １，４３０ △ ３，０７５ １，６４５ 
  長期借入れによる収入  １，６００ ２，１８５ △ ５８５ 
  長期借入金の返済による支出 △ ２，４５５ △ ３，０１０ ５５４ 
  自己株式の取得による支出 △ １４ △ １０ △ ３ 
  自己株式の売却による収入  ９ １０ △ １ 
  配当金の支払額 △ １，１２６ △ １，１２６ － 
  少数株主への配当金の支払額 △ １ － △ １ 

財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ △ ２，２６８ △ ２，６４５ ３７６ 
Ⅳ．現金及び現金同等物の減少額 △ ２，０３０ △ ２，８５０ ８２０ 
Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高  １７，３７３ ２０，２２４ △ ２，８５０ 
Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高  １５，３４３ １７，３７３ △ ２，０３０ 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 
原則として､全ての子会社を連結の範囲に含めております｡ 
 当該連結子会社は､ ㈱シーアンドシー、㈱レックスエステート、㈱レクシー、㈱カディアック、㈱
レックスリース、近畿コカ・コーラベンディング㈱、㈱レックステクノシステムズ、㈱秋吉システム
ズ、㈱セイコーコーポレートジャパン、近畿コカ・コーラプロダクツ㈱、㈱ネスコ及び㈱エフ・ヴィ
西日本の１２社であります。 
当連結会計年度における連結子会社の増減理由は次のとおりであります。㈱エフ・ヴィ西日本は当連結会
計年度に段階的に株式１００％を取得したため連結の範囲に含めております。アライドベンディング㈱は株
式を全て譲渡し、㈱エフ・ヴィ西日本と合併したため連結の範囲から除外しております。 
 

２．持分法の適用に関する事項 
持分法を適用している会社はありません。㈱エフ・ヴィ西日本については､当中間連結会計期間末をみな
し取得日として持分法を適用しておりましたが、株式の追加取得により当連結会計年度末に連結子会社とな
っております｡ 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております｡ 

 

４．会計処理基準に関する事項 
（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 
     ①有価証券 

満期保有目的の債券 
    償却原価法  
その他有価証券 
    時価のあるもの･････････連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法によ 

り処理し､売却原価は移動平均法により算定しております。) 
    時価のないもの･････････移動平均法による原価法 
②たな卸資産 
商品及び製品･･････････････････総平均法による原価法 
原材料及び貯蔵品･･････････････主として月別移動平均法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

  定率法によっております。ただし、建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用し、リース資
産はリース期間定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一
の基準によっております。 

②無形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。 

（３）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
②退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変
更時差異（２０，１５０百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。 
③役員退職慰労引当金 
役員の退職により支給する退職慰労金支給に備えるため､内規に基づく期末要支給見込額を計上して
おります。 
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（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については､
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

（５）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価評価法によっております。 
 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定は、１０年で均等償却しております。 
 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作
成しております。 

 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び
取得日から３ケ月以内に満期日の到来する定期性預金及び満期日または償還日等の定めのない容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

 
追  加  情  報 
（金融商品会計） 
当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企
業会計審議会 平成11年１月22日））を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に
比べ、経常利益は５０百万円増加し、税金等調整前当期純利益は１５百万円減少しております。 
  また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、１年以内に満期の到来する有価証券及び預
金と同様の性格を有するものは流動資産の有価証券として、それら以外のものは投資有価証券として表
示しております。これにより有価証券は７６３百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。 
  また、その他有価証券を時価評価したことにより、総資産が２９２百万円、純資産額が１６９百万円
それぞれ増加しております。 
  なお、セグメント情報に与える影響額は、「セグメント情報」に記載しております。 

（退職給付会計） 
  当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企
業会計審議会 平成10年６月16日））を適用しております。 
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用は７７百万円増加し、経常利益は 
７６百万円減少し、「退職給付会計基準変更時差異償却額」４，０３０百万円を特別損失に計上したた
め、税金等調整前当期純利益は４，１０６百万円減少しております。 
  なお、セグメント情報に与える影響額は、「セグメント情報」に記載しております。 
  また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。 
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注   記   事   項 
 
    (連結貸借対照表関係) 
 (平成１３年１２月期) (平成１２年１２月期) 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 ９７，４６７百万円 ９６，４７６百万円 

２. 保証債務 ３４３百万円 １３１百万円 
 
 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 (平成１３年１２月期) (平成１２年１２月期) 

現金及び預金勘定 １２，８０３百万円 １２，７１６百万円 

有価証券勘定 ４，２２５百万円 ９，６３０百万円 

その他勘定 ５００百万円 － 百万円 

計 １７，５２９百万円 ２２，３４７百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ ２，１８５百万円 △    ２０７百万円 

価値変動リスクのある株式等有価証券 － 百万円 △４，７６６百万円 

現金及び現金同等物 １５，３４３百万円 １７，３７３百万円 

 
２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 
株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得に
よる収入（純額）との関係は次のとおりであります。 
㈱エフ・ヴィ西日本 (平成１３年１２月期) 

流動資産 ２，２７１百万円 

固定資産 １，１７９百万円 

連結調整勘定 ２６５百万円 

流動負債 △１，９３９百万円 

固定負債 △１，３２３百万円 

持分法による投資損失 ２１８百万円 

㈱エフ・ヴィ西日本 株式の取得価額 ６７０百万円 

㈱エフ・ヴィ西日本 現金及び現金同等物 △    ９６２百万円 

差引:㈱エフ・ヴィ西日本 株式取得による収入   ２９２百万円 
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セ グ メ ン ト 情 報 

（１） 事業の種類別セグメント情報 
    （単位：百万円） 

当連結会計年度（自 平成1３年１月１日   至  平成1３年１２月３１日） 
 

 
飲料・食品の 
製造販売事業 

その他の事業 合計 消去または全社 連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 １７０，６５３ １２，０１４ １８２，６６８ － １８２，６６８ 

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 ２０ １９３ ２１３ (    ２１３) － 

合              計 １７０，６７４ １２，２０７ １８２，８８２ (    ２１３) １８２，６６８ 

営 業 費 用 １５８，５３８ １１，３６１ １６９，９００ ４，７００ １７４，６００ 

営 業 利 益 １２，１３５ ８４６ １２，９８１ (４，９１３) ８，０６７ 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出      

資 産 ８２，６９６ １３，８７４ ９６，５７１ ２４，５２０ １２１，０９１ 

減 価 償 却 費 １０，４５５ ２，０９５ １２，５５０ １７１ １２，７２２ 

資 本 的 支 出 １１，５２４ １，５７２ １３，０９７ １４０ １３，２３７ 

    （単位：百万円） 
前連結会計年度（自 平成1２年１月１日   至  平成1２年１２月３１日） 

 
 
飲料・食品の 
製造販売事業 

その他の事業 合計 消去または全社 連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 １６４，６１７ １１，７８１ １７６，３９８ － １７６，３９８ 

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 ２３ ２２７ ２５０ （２５０） － 

合              計 １６４，６４０ １２，００８ １７６，６４９ （２５０） １７６，３９８ 

営 業 費 用 １５０，１６９ １１，００６ １６１，１７６ ５，４９２ １６６，６６８ 

営 業 利 益 １４，４７１ １，００１ １５，４７２ （５，７４２） ９，７３０ 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出      

資 産 ７７，８４９ １４，５２７ ９２，３７７ ２９，７５２ １２２，１２９ 

減 価 償 却 費 １０，３２７ ２，０４８ １２，３７５ ３６８ １２，７４３ 

資 本 的 支 出 １０，６１９ ３，９７３ １４，５９２ ２８９ １４，８８１ 

 (注) １．事業は製商品（役務含む）の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等を考慮して 

区分を行っております｡ 

２．各事業の主要な製品 

① 飲料・食品の製造販売事業 

コカ・コーラ、ファンタ、スプライト、ジョージアコーヒー、爽健美茶、オフィスコーヒー、清涼飲料等の受託製
造、自動販売機のオペレーション 

② その他の事業 

不動産の賃貸、販売機器の保守・修理、リース全般、損害等の保険、浄水器、コカ・コーラ等のグッズ 

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用（当連結会計年度４，８８７百万円、前連結会計
年度５，６８４百万円）の主なものは、親会社の総務部等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産（当連結会計年度３４，９０８百万円、前連結会計年度３５，
１６５百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部
門に係る資産等であります。 

５．「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度から金融商品に係る会計基準を適用しております。この結果、従来の方
法によった場合に比べ、「飲料・食品の製造販売事業」において営業費用は４９百万円増加し、営業利益は同額減少し
ております。また、その他有価証券を時価評価したことにより、総資産は「飲料・食品の製造販売事業」で０百万円減
少し、「その他の事業」で１１百万円増加し、「全社資産」で２８２百万円増加しております。 

６．「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度から退職給付に係る会計基準を適用しております。この結果、従来の方
法によった場合に比べ、「飲料・食品の製造販売事業」において営業費用は８４百万円増加し、営業利益は同額減少し
ております。また、「全社」において営業費用は７百万円減少し、営業利益は同額増加しております。なお、「その他事
業」に与える影響はありません。 

７．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 



１６ 

 

（２）所在地別セグメント情報 
当連結会計年度（自 平成 1３年１月１日  至 平成1３年１２月３１日） 
  本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 
 
前連結会計年度（自 平成１２年１月１日  至 平成１２年１２月３１日） 
  本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 

 

（３）海外売上高 
当連結会計年度（自 平成１３年１月１日  至 平成１３年１２月３１日） 
  海外売上高がないため、該当事項はありません。 
 
前連結会計年度（自 平成１２年１月１日  至 平成１２年１２月３１日） 
海外売上高がないため、該当事項はありません。 



１７ 

 

リ ー ス 取 引 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（１）借手側 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（平成１３年１２月期） 工具器具及び備品 機械装置及び運搬具 合計 
 取得価額相当額 ３１０百万円 ３０百万円 ３４１百万円 
 減価償却累計額相当額 ３００百万円 １２百万円 ３１２百万円 
 中間期末残高相当額 １０百万円 １８百万円 ２８百万円 
    
（平成１２年１２月期） 工具器具及び備品 機械装置及び運搬具 合計 
 取得価額相当額 ６３９百万円 ３０百万円 ６７０百万円 
 減価償却累計額相当額 ６００百万円 ７百万円 ６０８百万円 
 期末残高相当額 ３８百万円 ２２百万円 ６１百万円 
（注）取得価額相当額は、連結会社の未経過リース料期末残高が、連結会社の有形固定資産の期末残高等 
に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

②未経過リース料期末残高相当額 
(平成１３年１２月期) （平成１２年１２月期） 

  一 年 以 内 １１百万円 ３３百万円 
  一   年  超 １６百万円 ２８百万円 
  合       計   ２８百万円 ６１百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、連結会社の未経過リース料期末残高が、連結会社の有形固定資 
産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

      （平成１３年１２月期） （平成１２年１２月期） 

支 払 リ ー ス 料     ３３百万円     １３６百万円 

減価償却費相当額     ３３百万円     １３６百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（２）貸手側 
①固定資産に含まれているリース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

（平成１３年１２月期） 工具器具及び備品 機械装置及び運搬具 その他 合計 
 取得価額 １，１６６百万円 ４０８百万円 ９４８百万円 ２，５２３百万円 
 減価償却累計額 １，０００百万円 ３１０百万円 ６４７百万円 １，９５８百万円 
期末残高 １６６百万円 ９７百万円 ３０１百万円 ５６４百万円 
   
（平成１２年１２月期） 工具器具及び備品 機械装置及び運搬具 その他 合計 
 取得価額 １，３９５百万円 ４０７百万円 １，３０５百万円 ３，１０９百万円 
 減価償却累計額 ９７９百万円 ２６２百万円 ６９６百万円 １，９３８百万円 
期末残高 ４１５百万円 １４５百万円 ６０９百万円 １，１７０百万円 

②未経過リース料期末残高相当額  

 （平成１３年１２月期） （平成１２年１２月期） 

一 年 以 内 ３７０百万円      ５７９百万円 
一   年  超 ３５１百万円 ８０１百万円 

合       計 ７２２百万円 １，３８０百万円 

  (注)  未経過リース料期末残高相当額は、連結会社の未経過リース料及び見積残存価額の合計額の期末
残高が、連結会社の営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定して
おります。      

③受取リース料及び減価償却費相当額 

 （平成１３年１２月期） （平成１２年１２月期） 

受取リース料 ５５８百万円 ６７６百万円 

減 価 償却費 ４６２百万円 ３２７百万円 



１８ 

 

  ２．オペレーティング・リース取引 

     貸手側 

   未経過リース料 （平成１３年１２月期） （平成１２年１２月期） 

１，７４０百万円 １，６９５百万円  
 
一 年 以 内 
一   年  超 ２，６０６百万円 ２，９１１百万円 

 合       計 ４，３４６百万円 ４，６０６百万円 

       

 

 

 

 

関 連 当 事 者 と の 取 引 
 
該当事項はありません。 

 



１９ 

 
有 価 証 券 

 
※当期に係る「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として
記載しております。 
 
当連結会計年度  (平成１３年１２月３１日現在) 
 
 
１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
 
該当事項はありません。 
 

２．その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

①株式 ３６４ ８０２ ４３８ 
②債券 － － － 
③その他 － － － 
小  計 ３６４ ８０２ ４３８ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

   

①株式 １，１７０ １，０２５ △  １４５ 
②債券 － － － 
③その他 － － － 
小  計 １，１７０ １，０２５ △  １４５ 
合  計 １，５３５ １，８２８ ２９２ 

 
３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(単位：百万円) 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

０ ０ ５ 

 
  ４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 (単位：百万円) 

種  類 連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券  

 － 
計 － 

(2)その他有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く) ３２８ 
②マネー・マネジメント・ファンド ３，１２２ 
③フリー・ファイナンシャル・ファンド １，１０２ 

計 ４，５５３ 
   
５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

 
該当事項はありません。 



２０ 

 
 
前連結会計年度（平成１２年１２月３１日現在） 

有 価  証  券  の  時  価  等 
                         （単位：百万円） 

 前連結会計年度 
（平成１２年１２月３１日現在） 

連 結 貸 借 種 類 
対照表計上額 

時   価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの    
株 式 ７６３ ８５６ ９３ 
債 券 － － － 
そ の 他 － － － 
小 計 ７６３ ８５６ ９３ 

固定資産に属するもの    
株 式 ７９４ １，３１７ ５２３ 
債 券 － － － 
そ の 他 － － － 
小 計 ７９４ １，３１７ ５２３ 
合 計 １，５５７ ２，１７４ ６１６ 

 
(注) 1．時価（時価相当額を含む）の算定方法 
(1) 上 場 有 価 証 券  … 主に東京証券取引所の最終価格 
(2) 店 頭 売 買 有 価 証 券  … 日本証券業協会が公表する売買価格等 

 
               
 

      
 2．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 
   

流動資産に属するもの   
 割 引 金 融 債 ４百万円 

 コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー ４，９９７百万円 
 ﾏ ﾈ ｰ ･ ﾏ ﾈ ｰ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ ･ ﾌ ｧ ﾝ ﾄ  ゙ ３，３６４百万円 
 ﾌ ﾘ ｰ ・ ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾌ ｧ ﾝ ﾄ ﾞ ５００百万円 
固定資産に属するもの   
 非上場株式（店頭売買株式を除く） ４５３百万円 

   
 

 
 
 
 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 
 
当社グループは、当連結会計年度、前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を全く利用し
ておりませんので、該当事項はありません。 



２１ 

 
生産、受注及び販売の状況 

 
（１）生産実績 
      生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 平成１３年１２月期 平成１２年１２月期 

飲料・食品の製造販売事業 ４６，４１２ ４８，６７４ 

そ の 他 の 事 業 ５７９ ６０３ 

合      計 ４６，９９１ ４９，２７７ 

（注） １．当社グループの生産品目は同種の製品であっても、容器の形状、容量等、多種多様であり 
       販売価格・方式も一様ではありませんので、製造費用に基づき記載しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。   

 
（２）受注実績 
      受注生産は行っておりません。 

 
（３）販売実績 
      販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 平成１３年１２月期 平成１２年１２月期 

飲料・食品の製造販売事業 １７０，６５３ １６４，６１７ 

そ の 他 の 事 業 １２，０１４ １１，７８１ 

合      計 １８２，６６８ １７６，３９８ 

（注）１．相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が１０％以上の相手先はありません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 



２２ 

 
平成 １４年２月１３日 

平成１３年１２月期       個別財務諸表の概要   
    

上 場 会 社 名 近畿コカ・コーラボトリング株式会社 上 場 取 引 所 ( 所 属 部 ) 東証市場第一部 
コ ー ド 番 号 ２５７６  大証市場第一部 
問 合 せ 先 責任者役職名  取締役広報部長 本 社 所 在 都 道 府 県 大阪府 

 氏      
      
名  山  口  隆  司 T E L   （０６）- ６３３０- ２１９１ 

決算取締役会開催日 平成1４年２月１３日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有 
定時株主総会開催日 平成1４年３月２８日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元１，０００株） 
 
１．１３年１２月期の業績（平成１３年１月１日～平成１３年１２月3１日） 
(1) 経営成績                         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 
１３年１２月期 １６４，２９８ （ １．８） ６，６６８ （△１４．３） ７，３８３ （△１４．４） 

１２年１２月期 １６１，４３９ （ １．０）         ７，７８３ （△  ８．５） ８，６２２ （△  ５．８） 

 
 

当 期 純 利 益 
1 株 当 た り 
当 期 純利益 

潜在株式調整後 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

    百万円 ％ 円   銭 円   銭 ％ ％ ％ 
１３年１２月期 ４１３ ( △８９．０) ６  ６１ －  ０．５ ６．８ ４．５ 

１２年１２月期 ３，７６０ (  ５１．９) ６０  ０８ ５５  ９０ ４．６ ７．９ ５．３ 
(注) ①期中平均株式数 １３年１２月期 ６２，５８９，６７５株 １２年１２月期 ６２，５９１，０４９株   

 ②会計処理の方法の変更 無 
 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率 
   
 (2) 配当状況 

1株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配 当 金 総 額 
( 年 間 ) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

    円    銭   円     銭   円     銭 百万円 ％ ％ 
１３年１２月期 １８    ００ ９    ００ ９    ００ １，１２６ ２７２．３ １．４ 

１２年１２月期 １８    ００ ９    ００ ９    ００ １，１２６ ３０．０ １．４ 

 
 
(3) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円     銭 
１３年１２月期 １０８，７４９ ８２，７３４ ７６．１ １，３２１ ９４ 

１２年１２月期 １０８，８４６ ８３，３５５ ７６．６  １，３３１ ７５ 
(注) ①期末発行済株式数 １３年１２月期 ６２，５９１，０４９株 １２年１２月期 ６２，５９１，０４９株 

 ②期末自己株式数 １３年１２月期   ５，３０１株 １２年１２月期     ３５２株 

 
２．１４年１２月期の業績予想(平成１４年１月１日～平成１４年１２月３１日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円    銭 円   銭 円   銭 
中 間 期 ８０，０００ １，５００ △２，０００ ９ ００  －  － 
通 期 １７０，０００ ７，４００ １００  － ９ ００ １８ ００ 

（参考）①  1株当たり予想当期純利益 （通期） 
                             
   １円６０銭 

②  営業利益   (中間期) １，４００百万円         (通期) ７，１００百万円 



２３ 

個別財務諸表等 
（１）貸 借 対 照 表 

 （単位：百万円） 
平 成 １ ３ 年 度 事 業 年 度 平 成 １ ２ 年 度 事 業 年 度 
( 平成１３年１２月３１日 ) ( 平成１２年１２月３１日 ) 

期  別 
 
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 ９，９３５  １１，１２９  △  １，１９４ 

受 取 手 形 ９０  ２０２  △      １１１ 

売 掛 金 ９，４５４  ９，３３２  １２１ 

有 価 証 券 ４，２２５  ９，６３０  △  ５，４０４ 

自 己 株 式 －  ０  △          ０ 

商 品 ２，３０８  ２，４５４  △      １４６ 

製 品 ２，９６６  ２，４３８  ５２７ 

原 材 料 １，１６８  １５４  １，０１３ 

貯 蔵 品 ８２７  ７９８  ２８ 

前 払 費 用 １，５２０  １，３１８  ２０２ 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 １，３０７  １，１２８  １７８ 

未 収 入 金 ２，２７７  １，８１５  ４６１ 

繰 延 税 金 資 産 １６５  ３０６  △     １４０ 

そ の 他 ８６５  ３３１  ５３４ 

貸 倒 引 当 金 △    ８２   △    ４３  △       ３８ 

流 動 資 産 合 計 ３７，０２９ ３４．１ ４０，９９７ ３７．７ △ ３，９６８ 

固 定 資 産      

有 形 固 定 資 産      

建 物 １２，４９４  １２，７１８  △     ２２３ 

構 築 物 １，２７９  １，４２９  △     １４９ 

機 械 及 び 装 置 ９，６８４  １０，６９９  △ １，０１５ 

工 具 器 具 及 び 備 品 ８３３  ９８８  △     １５５ 

販 売 機 器 １３，２８６  １２，３１０  ９７５ 

土 地 １５，３２８  １５，６９４  △     ３６６ 

建 設 仮 勘 定 ９１０  １，３５０  △     ４３９ 

有 形 固 定 資 産 合 計 ５３，８１７ ４９．５ ５５，１９２ ５０．７ △ １，３７５ 

無 形 固 定 資 産      

電 話 加 入 権 １１６  １１６  △         ０ 

施 設 利 用 権 ５４  ５５  △         １ 

ソ フ ト ウ ェ ア ９３２  １，０７５  △     １４３ 

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 ６０５  －  ６０５ 

無 形 固 定 資 産 合 計 １，７０７ １．５ １，２４８ １．１ ４５９ 

投 資 そ の 他 の 資 産      

投 資 有 価 証 券 １，６３８  ７３５  ９０３ 

関 係 会 社 株 式 ３，６３５  ２，０１５  １，６１９ 

長 期 貸 付 金 １３４  １３９  △         ５ 

従 業 員 長 期 貸 付 金 １１２  ６３  ４８ 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 ５，０８２  ３，７８２  １，３００ 

破 産 債 権 ・ 更 生 債 権 
その他これらに準ずる債権 

１８４  ３８  １４６ 

長 期 前 払 費 用 １，２９５  １，１４１  １５３ 

差 入 保 証 金 １，５３３  １，５９０  △       ５６ 

繰 延 税 金 資 産 １，２０２  ２５４  ９４７ 

そ の 他 １，７９８  １，７７７  ２１ 

貸 倒 引 当 金 △    ４２２  △   １３０  △     ２９１ 

投資その他の資産合計 １６，１９４ １４．９ １１，４０８ １０．５ ４，７８６ 

固 定 資 産 合 計 ７１，７１９ ６５．９ ６７，８４９ ６２．３ ３，８７０ 

資 産 合 計 １０８，７４９ １００．０ １０８，８４６ １００．０ △       ９７ 

 



２４ 

 
 

         （単位：百万円） 
平 成 １ ３ 年 度 事 業 年 度 平 成 １ ２ 年 度 事 業 年 度 

( 平成１３年１２月３１日 ) ( 平成１２年１２月３１日 ) 
期  別 

 
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

流 動 負 債      

買 掛 金 ５，０６７  ４，７８８  ２７９ 

未 払 金 ３，２８０  ３，５４６  △     ２６５ 

未 払 法 人 税 等 ９５１  １，５９４  △     ６４３ 

未 払 消 費 税 等 －  ８３７  △     ８３７ 

未 払 費 用 ３，６６２  ３，６６６  △         ４ 

前 受 金 ３９  ３９  △         ０ 

預 り 金 ３８２  ４８７  △     １０５ 

設 備 関 係 支 払 手 形 －  ６７６  △     ６７６ 

そ の 他 １３１  １０３  ２７ 

流 動 負 債 合 計 １３，５１４ １２．４ １５，７３９ １４．４ △ ２，２２５ 

固 定 負 債      

転 換 社 債 ８，１６７  ８，１６７  － 

退 職 給 付 引 当 金 ２，９６７  －  ２，９６７ 

退 職 給 与 引 当 金 －  ８５  △       ８５ 

役員退職慰労引当金 ３４１  ３１３  ２７ 

投 資 損 失 引 当 金 －  １９７  △     １９７ 

そ の 他 １，０２４  ９８８  ３６ 

固 定 負 債 合 計 １２，５００ １１．５ ９，７５１ ９．０ ２，７４８ 

負 債 合 計 ２６，０１４ ２３．９ ２５，４９１ ２３．４ ５２３ 

（ 資 本 の 部 ）      

資 本 金 １０，９４８ １０．１ １０，９４８ １０．１ － 

資 本 準 備 金 １０，０４０ ９．２ １０，０４０ ９．２ － 

利 益 準 備 金 １，６１８ １．５ １，４９９ １．４ １１９ 

そ の 他 の 剰 余 金      

配 当 準 備 積 立 金 ７００  ７００  － 

固定資産圧縮積立 金 ３９８  －  ３９８ 

固定資産圧縮特別勘定積立金 －  １０９  △     １０９ 

別 途 積 立 金 ５６，６００  ５６，１００  ５００ 

当 期 未 処 分 利 益 ２，２７０  ３，９５８  △ １，６８７ 

その他の剰余金合計 ５９，９６９ ５５．１ ６０，８６８ ５５．９ △     ８９８ 

その他有価証券評価差額金 １６３ ０．２ － － １６３ 

自 己 株 式 △        ５ △０．０ － － △         ５ 

資 本 合 計 ８２，７３４ ７６．１ ８３，３５５ ７６．６ △     ６２１ 

負 債 ・ 資 本 合 計 １０８，７４９ １００．０ １０８，８４６ １００．０ △       ９７ 

                                                                          



２５ 

 
（２）損 益 計 算 書 

（単位：百万円） 
平 成 １ ３ 年 度 事 業 年 度 平 成 １ ２ 年 度 事 業 年 度 
自 平成１３年  １月  １日 自 平成１２年  １月  １日 
至 平成１３年１２月３１日 至 平成１２年１２月３１日 

                期    別 
科  目 

金  額 百分比 金  額 百分比 

増減 額 

  ％  ％  

売 上 高 １６４，２９８ １００．０ １６１，４３９ １００．０ ２，８５９ 

売 上 原 価 ８７，９６５ ５３．５ ８５，４６６ ５３．０ ２，４９９ 

売 上 総 利 益 ７６，３３３ ４６．５ ７５，９７２ ４７．０ ３６０ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６９，６６４ ４２．４ ６８，１８９ ４２．２ １，４７５ 

営 業 利 益 ６，６６８ ４．１ ７，７８３ ４．８ △ １，１１４ 

営 業 外 収 益 １，２４３ ０．７ １，４５２ ０．９ △     ２０８ 

受 取 利 息 ６２  ４０  ２２ 

有 価 証 券 利 息 １３  ３３  △       １９ 

受 取 配 当 金 ５１１  １９５  ３１６ 

不 動 産 賃 貸 収 入 ４７１  ４３０  ４０ 

有 価 証 券 売 却 益 －  ４６１  △     ４６１ 

雑 収 入 １８４  ２９０  △     １０６ 

営 業 外 費 用 ５２８ ０．３ ６１３ ０．４ △       ８４ 

支 払 利 息 ８  １  ７ 

社 債 利 息 ６９  ６９  － 

不 動 産 賃 貸 原 価 ２２５  ２３４  △         ９ 

貯 蔵 品 他 廃 棄 損 １２２  ２２０  △       ９７ 

有 価 証 券 評 価 損 －  ２３  △       ２３ 

Ｍ Ｍ Ｆ 解 約 損 ５６  －  ５６ 

雑 支 出 ４６  ６４  △       １７ 

経 常 利 益 ７，３８３ ４．５ ８，６２２ ５．３ △ １，２３８ 

特 別 利 益 ７５０ ０．５ ８７３ ０．５ △     １２３ 

固 定 資 産 売 却 益 ７５０  ８１３  △       ６３ 

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 益 －  ６０  △       ６０ 

特 別 損 失 ７，５６８ ４．６ ２，８６５ １．７ ４，７０３ 

固定資産売却及び除却損 ４５８  １，３１２  △     ８５３ 

特 別 退 職 金 ２，９４１  １，２８０  １，６６１ 

退職給付会計基準変更時差異償却額 ４，０３０  －  ４，０３０ 

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 －  ９４  △      ９４ 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 ６６  １７８  △    １１１ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ６６  －  ６６ 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 ５  －  ５ 

税 引 前 当 期 純 利 益 ５６５ ０．４ ６，６３０ ４．１ △ ６，０６５ 

法人税、住民税及び事業税 １，０７７ ０．７ １，７７５ １．１ △     ６９８ 

法 人 税 等 調 整 額 △     ９２５ △０．６ １，０９５ ０．７ △ ２，０２０ 

当 期 純 利 益 ４１３ ０．３ ３，７６０ ２．３ △ ３，３４６ 

前 期 繰 越 利 益 ２，４７６  ８１７  １，６５９ 

中 間 配 当 額 ５６３  ５６３  △         ０ 

中間配当に伴う利益準備金積立額 ５６  ５６  △         ０ 

当 期 未 処 分 利 益 ２，２７０  ３，９５８  △ １，６８７ 

 



２６ 

 

利 益 処 分 案 
                                                                                       (単位：百万円) 

平成１３年事業年度会計期間 平成１２年事業年度会計期間 

                              

自  平成１３年  １月 
       

１日 
                              

自  平成１２年  １月 
       

１日 

 
摘     要 

  
             

至  平成１３年１２月３１日     
             

至  平成１２年１２月３１日   

増  減  額 

    

当 期 未 処 分 利 益 ２，２７０ ３，９５８ △１，６８７ 

固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 － １０９ △    １０９ 

合      計 ２，２７０ ４，０６８ △１，７９７ 

    

これを次のとおり処分いたします。    

利 益 準 備 金 － ６２ △      ６２ 

利 益 配 当 金 ５６３ ５６３ △        ０ 

 (普通配当１株につき９円００銭) (普通配当１株につき９円００銭)  

役 員 賞 与 金 ６６ ６６ △        ０ 

取締役賞与金 ５０ ５０ ０ 

監査役賞与金 １５ １５ △        ０ 

別 途 積 立 金 － ５００ △    ５００ 

固定資産圧縮特別勘定積立金 ３４７ － ３４７  

固定資産圧縮積立金 － ３９８ △    ３９８  

合       計 ９７６ １，５９１ △    ６１４ 

次 期 繰 越 利 益 １，２９３ ２，４７６ △１，１８２ 

   
(注) １． 固定資産圧縮特別勘定積立金及び固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 
 ２． 平成１２年１２月期の配当金には、自己株式３５２株の配当金を除いております。 
 ３． 平成１３年１２月期の配当金には、自己株式５，３０１株の配当金を除いております。 
 ４． 平成１２年９月１２日に、５６３百万円(１株につき９円)の中間配当を実施いたしました。 
  なお、中間配当金には、自己株式７７１株の配当金を除いております。 
 ５． 平成１３年９月１２日に、５６３百万円(１株につき９円)の中間配当を実施いたしました。 
  なお、中間配当金には、自己株式８２６株の配当金を除いております。 



２７ 

  
（３）財務諸表作成の基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 

        ①有価証券 
    満期保有目的の債券 
       償却原価法 
    子会社株式及び関連会社株式 
       移動平均法による原価法 
    その他有価証券 
       時価のあるもの･･･････････決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し､売却原価は移動平均法により算定しております｡) 
       時価のないもの･･･････････移動平均法による原価法 
②たな卸資産  
商品及び製品 ･･･････････････総平均法による原価法 
原材料及び貯蔵品････････････月別移動平均法による原価法 

(ただし、貯蔵品の一部は最終仕入原価法) 
 

  ２．固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 
定率法によっております。ただし、建物(建物附属設備を除く)については定額法によっておりま
す。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
②無形固定資産 
定額法によっております｡なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ
っております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用しております。 
③長期前払費用 
期間対応償却 
 

    ３．引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
②退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当期末において発生していると認められる金額を計上しております。なお、会計基準変更時差異 
（２０，１５０百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。 
③役員退職慰労引当金 
 役員の退職により支給する退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給見込額を計上
しております。 
 

  ４．リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
５．消費税等の会計処理について 
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 



２８ 

 
 
追 加 情 報 
（金融商品会計） 
当期から金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計
審議会 平成11年１月22日））を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比
べ、経常利益は５３百万円増加し、税引前当期純利益は１２百万円減少しております。 
  また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、１年以内に満期の到来する有価証券及
び預金と同様の性格を有するものは流動資産の有価証券として、それら以外のものは投資有価証券
として表示しております。これにより有価証券は７６３百万円減少し、投資有価証券は同額増加し
ております。 
  また、その他有価証券を時価評価したことにより、総資産が２８２百万円、純資産が１６３百万
円それぞれ増加しております。 

（退職給付会計） 
  当期から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計
審議会 平成10年６月16日））を適用しております。 
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用は７７百万円増加し、経常利益
は７６百万円減少し、「退職給付会計基準変更時差異償却額」４，０３０百万円を特別損失に計上し
たため、税引前当期純利益は４，１０６百万円減少しております。 
  また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。 

（自己株式） 
  従来、流動資産の有価証券に含めて計上しておりましたが、「財務諸表等規則」の改正により、当
期から資本の部の末尾に自己株式を設けて資本から控除する方法により表示しております。この変
更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、総資産は５百万円減少し、純資産も同額減少しており
ます。 
 

 
注 記 事 項 
（貸借対照表関係） 
                                   平成１３年度事業年度 平成１２年度事業年度 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ８３，３８５百万円 ８３，５９２百万円 

２．保証債務 ７１百万円 １３１百万円 

３．授権株式数及び発行済株式数   

授権株式数 １５０，０００，０００株 １５０，０００，０００株 

発行済株式数 ６２，５９１，０４９株 ６２，５９１，０４９株 

４．発行済株式数の増加内訳   

転換社債の転換による発行   

発行株式数 － 株 － 株 

転換価格 １，４９７円 １，４９７円 

資本組入額 ７４９円 ７４９円 
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リ ー ス 取 引 
(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
借手側 
     ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

    
（平成１３年１２月期) 工具器具及び備品 機械及び装置 合計 
取 得 価 額 相 当 額 １，９６６百万円 ９３０百万円 ２，８９７百万円 
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 １，７１９百万円 ５８０百万円 ２，３００百万円 
期 末 残 高 相 当 額 ２４７百万円 ３４９百万円 ５９６百万円 

    
（平成１２年１２月期) 工具器具及び備品 機械及び装置 合計 
取 得 価 額 相 当 額 ２，３２７百万円 ９３０百万円 ３，２５８百万円 
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 ２，０００百万円 ５０１百万円 ２，５０２百万円 
期 末 残 高 相 当 額 ３２６百万円 ４２９百万円 ７５６百万円 

 (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により、算定しております。 
②未経過リース料期末残高相当額 
 (平成１３年１２月期) (平成１２年１２月期) 
１ 年 以 内 １８５百万円 ２５９百万円 
１ 年 超 ４１０百万円 ４９６百万円 
合 計 ５９６百万円 ７５６百万円 

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
③支払リース料及び減価償却費相当額 
 (平成１３年１２月期) (平成１２年１２月期) 
支 払 リ ー ス 料 ２７０百万円 ４３１百万円 
減価償却費相当額 ２７０百万円 ４３１百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

(2) オペレーティング・リース取引 
借手側 
未経過リース料 (平成１３年１２月期) (平成１２年１２月期) 
１ 年 以 内 ４４４百万円 ４９８百万円 
１ 年 超 ５７９百万円 ６８７百万円 
合 計 １，０２３百万円 １，１８６百万円 

 
 
 
 
 

有 価 証 券 
 
当事業年度（平成 13 年12 月31日現在） 
 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
               該当事項はありません。 



３０ 

 
（参考資料） 
  売 上 高 内 訳 表 

(単位:百万円／千函) 

平 成 １ ３ 年 度 事 業 年 度 
自  平成１３年  １月  １日 
至  平成１３年１２月３１日 

平 成 １ ２ 年 度 事 業 年 度 
自  平成１２年               １月                  １日 
至  平成１２年１２月３１日 

増     減 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 

 
                                                                              期  別 

 
 
 

 区  分 
(函  数) % (函  数) % (函  数) % 

４０，７４６ ２４．８ ４１，３９１ ２５．６ △    ６４５ △  １．６ 
炭酸飲料 

(２３，６１３) (  ２９．５) (２４，１４１) (３１．３) (△   ５２８) (△ ２．２) 

１２０，４９０ ７３．３ １１５，６３９ ７１．６ ４，８５１ ４．２ 
非炭酸飲料 

(５５，９６１) (  ７０．０) (５２，５３４) (６８．２) (３，４２７) (   ６．５) 

３，０６１ １．９ ４，４０７ ２．８ △１，３４６ △３０．５ 
その他 

(      ３７８) (    ０．５) (      ３７９) (  ０．５) (△       １) (△ ０．３) 

９９９ ０．６ ３，０１５ １．９ △２，０１５ △６６．８ 
     食品等 

(      ３７８) (    ０．５) (      ３７９) (     ０．５) (△       １) (△ ０．３) 

   受託加工収入 ２，０６１ １．３ １，３９１ ０．９ ６６９ ４８．１ 

１６４，２９８ １００．０ １６１，４３９ １００．０ ２，８５９ １．８ 
合  計 

(７９，９５４) (１００．０) (７７，０５５) (１００．０) (２，８９８) (   ３．８) 

 
（注）１．上段は売上高、下段は販売函数であります。 
 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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役 員 の 異 動 

１．役員の新任・退任（平成14 年3 月28 日付） 
 (1)新任代表取締役候補者 

 もり と まさ かず  
代表取締役社長 守 都 正 和 （現 常勤顧問） 

  (2)新任取締役候補者 
   

取 締 役 みやざき   ゆたか  
営 業 企 画 部 長 宮 崎  豊 （現 常勤監査役） 
   

取 締 役 かん だ   ひろし  
量販第一営業部長 神 田  博 （現 参与 量販第一営業部長） 
   

取 締 役 こ ら さき のりゆき  
情報システム部長 小 楽 崎 憲 之 （現 参与 情報システム部長） 
   

取 締 役 よしなが とよじろう  
営 業 部 長 吉 永 豊 二 郎 （現 参与 営業部長） 

(3)退任予定取締役 
 い け だ  あ き ひ こ  

現 代表取締役社長 池 田 昭 彦 （常勤相談役に就任予定） 
   

現 取 締 役 や ま ぐ ち  た か し  
広 報 部 長 山 口 隆 司  
   

現 取 締 役 お お か わ  あ つ し  
経営企画部ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社担当 大 川  篤 （顧問に就任予定） 

   
現 取 締 役 た  なか   ひろし  
総務部購買担当 田 中  洋  

 (4)新任監査役候補者 
 しばたに   ひでいち  

常 勤 監 査 役 柴 谷 英 一 （現 参与 経理部長） 
 あさ  の  なおみち  

監 査 役 浅 野 直 道 （現 麒麟麦酒株式会社常務取締役国際ﾋﾞｰﾙｶﾝﾊﾟﾆｰ社長） 

 (5)退任予定監査役 
 つ  だ  け い  じ  

現 常勤監査役 津 田 啓 二  
 みやざき   ゆたか  

現 常勤監査役 宮 崎  豊 （取締役 営業企画部長に就任予定） 

２．役員の昇格（平成14 年3 月28 日付） 
 なか むら  ひろむ  

取 締 役 副 社 長 中 村  弘 （現 専務取締役 経営企画部長） 

３．役員の業務担当の異動（平成14 年 3月 28 日付） 
   

取 締 役 よしまつ  たみ  お  
経営企画部長 吉 松 民 雄 （現 取締役 営業企画部長） 

以 上 

 


